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旧耐震木造住宅の地震対策
― 安価な住宅耐震改修技術の普及と地震被害軽減 ―

名古屋工業大学大学院教授　高度防災工学研究センター長 井戸田　秀　樹

１.木造住宅耐震化の現状

1995 年の阪神淡路大震災以降、木造
住宅の耐震化が叫ばれて久しい。「建築
物の耐震改修の促進に関する法律（耐震
改修促進法）」に基づく国の基本方針で
は、2030 年までに耐震性が不十分な住
宅をおおむね解消することを目標として
耐震化促進が図られている１）。これを受
け、各自治体では特に耐震性能が低いと
されている既存不適格木造住宅を対象と
した補助制度をはじめ、木造住宅の耐震
改修を促進するためのさまざまな取り組
みがなされている２，３）。しかし、多くの
県では耐震改修実施件数を伸ばすことが
できておらず、目標に到達可能なペース
で実施されている県はほとんどない。
こうした状況の中、南海トラフ巨大地

震の震源域に最も近い大都市と、自動車
をはじめとした産業集積地を抱える愛知
県では、来たる巨大地震に備えて建築物
の耐震化促進と地震被害軽減を目的とし
た産官学連携の協議会「愛知建築地震災
害軽減システム研究協議会（減災協議
会）」４）が 2004 年に発足した。減災協
議会の取り組みは、耐震化推進のための
技術的な支援、地震防災に関わる啓発や
人材育成など幅広いが、この中でも協議
会で開発・評価した、木造住宅を安価で
合理的に耐震化する技術は本質を理解す

る建築士などから強い支持を受け、現在
までに適用範囲をより拡大するとともに、
工法活用のための図書５）を毎年更新する
など技術情報の充実が図られてきた。し
かし工法開発から 10 年以上が経過した
現在でも、全国はおろか愛知県内でも未
だにこの新しい工法が広く普及している
とは言い難い状況である。

２.木造住宅の安価な耐震改
修工法

まずは減災協議会で開発・評価されて
いる木造住宅の安価な耐震改修技術につ
いて説明する。耐震改修を安価に実施す
るための技術は以下の２点に集約される。

(１)耐震診断の精度を向上させること
耐震改修に先立ち、既存不適格木造住

宅の耐震性能を評価するため耐震診断を
実施する必要がある。耐震診断の方法に
は最も簡易に診断が可能な一般診断法か
ら、現地調査による耐震要素の現状を反
映させる精密診断法まで、いくつかの診
断法がある６）。初期診断には、診断プロ
グラム（Wee）で使われている一般診断
法（略算法）が用いられるが、簡便な反
面診断精度のばらつきが大きい。図－１
（ａ）は横軸に真の評点、縦軸に一般診
断法によって計算された評点を示す。真
の評点とは、対象建物の倒壊実験等に

よって得られる保有耐力に対応した評点
であり、現実的には知ることは不可能で
ある。診断法によって求められた評点が
真の評点を超えた場合には危険側の評価
となるため、ばらつきの大きい診断法で
は計算された診断値が真の値を超えない
ようにかなり厳しめに算出される傾向が
ある。一方、診断精度を上げると図－１
（ｂ）のようにばらつきが小さくなり、
下限値が上昇する。したがって、多くの
場合精密診断によって得られた評点は真
の評点に近づくため、一般診断法によっ
て得られた評点よりも高くなる場合が多
い。初期診断の評点が高くなれば、改修
後の目標評点までの距離が小さくなり、
改修箇所が減って工事も合理化できる。
これが、診断精度を上げることが合理的
で安価な改修につながる理由である。

(２)耐震改修専用工法を用いること
耐震改修工事には、新築とは全く異な

る改修専用工法が提案されている５）。図
－２は実用化されている耐震改修専用工
法の一例である。例えば、構造用合板を
用いた面材耐力壁の場合、通常の工法で
は図－２（ａ）に示すように土台から梁
まで全面に構造用合板を釘で打ちつける。
新築でこの工法を用いることには何の問
題もないが、耐震改修でこの工法を用い
ると施工のために床と天井の一部を撤

図－１　一般診断法と精密診断法による評点のばらつき 図－２　一般的な面材耐力壁（新築用）と耐震改修専

用工法
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去・復旧しなければならず、この仕上げ
の撤去・復旧に多大なコストと手間が発
生する。一方、耐震改修専用工法は、図
－２（ｂ）に示すように、構造用合板を
床と天井の間だけに施工し、床・天井を
撤去せずに耐震要素を付加する工法であ
る。図－２（ｂ）の場合、新築の工法の
ように構造用合板が土台と梁に届いてい
ないため、強度は新築の工法よりも低い。
実験によってこの耐力壁を評価すると、
新築の工法の 80％程度の耐力となる。
一方、施工のための工事費用は天井・床
の撤去・復旧を伴わないため、新築の工
法の３分の１程度となる。この壁を２箇
所施工すれば、天井床壊して１箇所施工
するよりも安価で高い性能が確保できる。
これが、耐震改修専用工法を用いると改
修工事が安価にできる理由である。
耐震改修専用工法にはこのほかにも、

換気扇のような大きな開口を持つものや、
真壁の柱のチリの部分に土壁を全く落と
さずに真壁の形で面材を施工できる工法
など、現在 60 種類の工法が実験に基づ
いて評価・実用化されており５）、すべて
西日本を中心とした 24 の府県で行政の
補助対象工法として認められている。表
－１は 58 種類のうち、真壁の形で構造
用合板を施工するタイプ 20 種類のみを
示したものである。いずれのタイプも天
井、床、長押、押入の中段等を解体せず
に施工できるだけでなく、構造用合板を
横使いしたもの、間柱や合板のつなぎ材
等がないものなど、すべて実験に基づい
て設計耐力が与えられている。なお、こ
れらの耐震改修専用工法は減災協議会に
よって全 350ページの手引きにまとめら
れ、公開されている５）。

３.高知県における飛躍的な
耐震改修実績の背景

減災協議会で開発・評価された木造住
宅の安価な耐震改修技術の全国への普及
は高知県から始まった。高知県では、
2011 年頃から年間 600 軒前後の実績を
誇る耐震改修先進県であったが、イン
ターネットで減災協議会の工法を知った
関係者が協議会に連絡し、より合理的な
耐震改修工事を普及させたいとの希望か
ら、2013 年８月に最初の安価な耐震改
修講習会を高知市で開催した＊１。この低
コスト工法講習会を契機として高知県内
では減災協議会の工法が急速に普及し、
県内の耐震改修実績は 2015 年に 822 軒、
その後1,227軒（2016年）、1,568軒（2017
年）、1,903 軒（2018 年）と急伸した。
減災協議会の安価な耐震改修技術の普

及がこの劇的な耐震改修実績の要因の一
つであることは間違いないが、その背景
を調査していくと新しい技術の普及と耐
震改修の促進に向けて高知県は関係者間
の連携に着目したさまざまな取り組みを
展開していることが明らかとなってきた。
それら高知県の取り組みを以下に紹介す
る。

(１)合理的で質の高い耐震改修工事
を実施できる事業者の育成

低コスト工法講習会は高知県主催の形
で 2013 年以降毎年開催しているが、そ
れ以外にも高知県直営、あるいは建築関
連団体への委託によってきわめて多数回
の講習会が開催されている７）。特に
2018 年までの５年間では、平均年間 12
回を超える講習会が開催されている。直
営の講習会では、安価な耐震改修工法を

学んだ建築担当の行政職員が自ら講師を
務めたり、技術を習得している実務者に
講師を依頼する形で運営がなされている。
こうした技術習得の機会を豊富に提供す
ることで、新規事業参入の事業者数が増
えて耐震改修の需要増に十分応えられる
体制が整うことになる。

(２)関係者間の連携の促進
高知県では低コスト工法講習会を受講

した業者を登録・公開し、低コストで改
修できる業者を知りたいという県民の需
要に応えているが、工務店の登録にあ
たっては連携する耐震診断員の存在が必
須となっており、またその登録業者数も
他県と比べて圧倒的に多い７）。これは、
高知県において建築士と工務店のマッチ
ングが進んでおり、耐震診断員の登録要
件と相まって合理的で質の高い設計・施
工の実施体制が整っていると見ることが
できる。

(３)実効性のある補助金制度の確立
高知県では耐震改修工事だけでなく、

耐震改修設計にも補助金の制度がある。
2009 年に耐震改修設計費の補助制度が
制定されたときから耐震改修設計には精
密診断法が義務づけられており、建築士
は改修工事実施の有無にかかわらず設計
に対する報酬が保証され、安心して診断
精度の向上や低コスト化の工夫に業務と
しての時間を充てることができる。工事
費用を安価にすれば、住宅所有者の経済
的負担も減少し工事成約率の向上につな
がるため、建築士にとっては低コスト化
に向けた努力がさらなる営業拡大へのイ
ンセンティブとなる。総工事費の数％を
設計報酬とする新築の考え方を耐震改修

表－１　仕上げを極力触らずに耐力要素を付加できる減災協議会の部分合板張工法（一例）５）
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に持ち込むと、住宅所有者の負担を減ら
すべく努力をすればするほど設計報酬が
減るという矛盾に直面する。安価な耐震
改修工事の実現に対する設計士の報酬確
保は、耐震化促進において不可欠である。
こうした設計に対する補助金制度の

効果によって、高知県の改修工事費は
他県と比較してかなり安価に抑えられ
ている７）。さらには、改修工事費の平均
的金額にほぼ匹敵する全額補助の制度
が用意されており、住宅所有者はほと
んど経済的負担を負うことなく耐震改
修工事を実施できる状況が実現してい
る。このように、補助制度が耐震改修促
進に対して実効性の高い制度設計となっ
ていることが飛躍的な実績につながって
いる７）。

(４)住宅所有者への積極的な働きかけ
耐震改修工事実施の最終的な意思決定

は住宅所有者に委ねられている。住宅所
有者の意思決定には、耐震改修に関わる
関係者が連携して所有者に直接働きかけ
ることが効果的である８）。高知県では、
住宅所有者の啓発のために退役職員を戸
別訪問要員として再雇用したり、行政・
設計士・町内会が連携した住宅所有者へ
の働きかけが積極的に実施されている。
また、ラジオスポットをはじめとしたメ
ディアからの情報発信も頻繁に行われて
おり、所有者の負担減と相まって大きな
効果につながっている９）。

４.全国への安価な耐震改修
技術の普及に向けた取り
組みと課題

高知県では飛躍的な耐震改修促進の
きっかけの一つとなった低コスト工法で
あるが、残念ながら高知に続く地域はま
だ現れていない。表－２は 2013 年から
現在に至るまでの低コスト工法講習会開

催実績である。コロナ禍の影響を受ける
までは年間約 2,000 名の建築士・大工・
行政担当者らに安価な耐震改修技術を講
習している。木造住宅の耐震改修に意欲
的な県は講習会の開催回数も多く、香川
県、鳥取県、石川県では近年耐震改修軒
数の増加が見られるがまだ高知県には大
きく及ばないのが実状である。
前章で紹介した高知県の取り組みと改

修軒数の伸び悩む県とを比較すると、改
修促進に向けた課題が浮き上がってくる。

(１)耐震改修技術の習得における課題
新技術の技術講習会を多数回開催し、

技術習得の機会を豊富に提供することは
重要であるが、アンケートからは、工事
を開始して壁・床等の仕上げの一部を壊
すことで初めて分かる構造や劣化への対
応、図面がない住宅への対処等、教科書
や講習会ではあまり触れられない実務内
容について知識・経験不足を感じるとい
う意見が挙がっている 10）。こうした課題
に対応するためには、技術講習会参加の
機会を増やすだけでなく、実務レベルで
の成功事例を共有することでお互いのス
キルアップにつながる建築士・工務店・
大工のネットワークを活用していくこと
が効果的である。

(２)関係者間連携における課題
（１）で実例を挙げたとおり、耐震改
修では工事開始後の状況変更が頻発し、
その都度改修設計や評点の変更が必要と
なる。行政によっては、こうした変更の
度に申請や判定のやり直しを求められる
など、設計士の行政手続きの煩雑さが大
きな負担となっている。一方、行政側か
らは耐震改修費用が高額なこと、住宅所
有者の地震への危機意識が低いことなど
が、耐震改修促進を阻む要因となってい
るとの指摘がある 10）。こうした課題の解

決には耐震改修工事の本質を関係者間で
共有し、耐震改修の促進という共通の目
的に向けてお互いの役割分担を明確にす
ることが重要である。

５.まとめ

木造住宅の安価な耐震改修技術を紹介
し、その普及と社会実装の実情および今
後の課題について解説した。2024 年元
旦に発生した能登半島地震では古い木造
住宅が倒壊し、多くの尊い命が失われた。
地震災害が発生するたびに木造住宅の耐
震化がクローズアップされるが、この課
題は 1995 年の阪神淡路大震災以降、地
震防災の最優先課題として継続的に取り
組んできたはずである。相変わらずの地
震被害の様相を見るたび、本稿で指摘し
たような住宅耐震化の課題の本質的な解
決が強く求められていることを痛感する。
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